
 
 
 
 

音更町立学校情報機器等の 

整備（更新）に関する計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年３月 

音更町教育委員会 

 



端末整備・更新計画 

 

 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度

 
① 児童生徒数 3,358 3,262 3,138 3,037 2,926

 
② 予備機を含む 

整備上限台数
3,861 3,751

 
③ 整備台数 

（予備機除く）
0 3,262

 
④ ③のうち 

基金事業によるもの
0 3,262

 
⑤ 累積更新率 0% 100％

 
⑥ 予備機整備台数 0 489

 
⑦ ⑥のうち 

基金事業によるもの
0 489

 
⑧ 予備機整備率 0% 100％

 （児童生徒数…令和 6年度:5月 1日時点　令和 7年度以降:令和 7年 3月 1日時点の予想数） 

 

（端末の整備・更新計画の考え方） 

　現行の１人１台端末は、令和２年度に調達したものであり、年々、端末の故障台数が増加している

ことから、安定した運用のためには、令和７年度に予備機を含めた全台数の調達を行う必要がある。 

  

（更新対象端末のリユース、リサイクル、処分について） 

〇対象台数：4,300 台 

〇処分方法 

　・使用済端末を、学校や公共施設等において使用　：50 台 

　・事業者へ委託し、適切な方法で処分　　　　：4,250 台 

〇端末のデータの消去方法 

事業委託により、物理的に破壊 

〇スケジュール（予定） 

　令和 7年 3月　北海道共同調達会議が入札を実施し、更新事業者を決定 

　令和 7年 4月　更新事業者と購入契約を締結 

　令和 7年 10 月末まで（予定）　更新事業者により各学校へ端末を納入 

　　※令和 7年度中に各種設定等を完了し、全学校での運用を開始する 



公立学校ネットワーク整備計画 

 

１　必要なネットワーク速度が確保できている学校数、総学校数に占める割合（％） 

　　小学校　１１校（100％） 

　　中学校　　５校（100％） 

 

２　必要なネットワーク速度の確保について 

令和６年度に実施したネットワークアセスメント調査の結果、帯域の逼迫は見られな

かったが、複数の学校において、ダウンロード通信時/アップロード通信時に、断続的な

通信遅延が確認されたことから、令和７年度以降、調査を行った事業者及び回線事業者と

連携の上、原因を特定し、適宜対応を行う。  

 

 



校務ＤＸ計画 

 

文部科学省が公表した「ＧＩＧＡスクール構想の下での校務ＤＸ化チェックリスト」に示

されている、教育委員会及び学校が教育ＤＸを推進する際に取り組むことが望ましいとさ

れる項目を実現するため、次の事項を重点的に推進する。  

教職員一人一人の事情に合わせた柔軟な働き方を可能とするため、学校・町情報管理担

当・関係業者と連携を図りながら、教職員が学校以外の場所からでも業務を行うことができ

るよう、ロケーションフリーで校務系ネットワークへ接続可能な環境の整備に向けた検討

を進める。 

児童生徒への指導については、授業支援ソフト及びデジタルドリルの活用のほか、教育ダ

ッシュボードを効果的に使用することで、個別最適な学びと指導の充実及び効率化を図る。 

校務ＤＸに係る取組の一助とするため、生成 AI の教育現場での有用性を検証するほか、

ＲＰＡ及び自動採点ツールの導入の検討を進める。 

また、すべての教職員が効果的にＩＣＴ機器を活用できるよう、教職員一人一人のＩＣＴ

活用能力に応じたＩＣＴ研修の実施回数を増やすなどの対応についても、学校や事業者等

と連携を図りながら、併せて実施していく。 

そのほか、ＦＡＸ・押印の使用については、原則廃止に向け取り組んでいるところであり、

現在、各学校と教育委員会間では、一部の業務を除いて廃止を実現していることから、押印

の原則廃止に向け、今後も関係機関と連携を図っていく。 

 



児童生徒１人１台端末の利活用に係る計画 

 

１ １人１台端末をはじめとするＩＣＴ環境によって実現を目指す学びの姿 

学習指導要領及び中央教育審議会答申「『令和の日本型学校教育』の構築を目指して～

すべての子供たちの可能性を引き出す、個別最適な学びと、協働的な学びの実現～」（令

和３年１月） に示されているとおり、従来の日本型学校教育を発展させ、すべての児童

生徒の可能性を引き出す個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実を図るため、１

人１台端末を活用する。 

  

２　ＧＩＧＡ第１期の総括  

１人１台端末の利活用については、令和２年度から１人１台端末の運用を開始し、学校

のネットワーク環境を整備することで、学校現場における教科や学習場面に応じた情報

の収集・理解・整理・発信・共有及び個別の学びのツールとして１人１台端末の日常的な

利活用を図ってきた。 
また、通信ネットワークが整備されていない児童生徒の世帯を対象として、通信機器

（モバイルルーター）の貸出を行い、長期休業中の課題やデジタルドリル等を用いた家庭

学習など、様々な場面で１人１台端末を活用することを可能とすることで、児童生徒の学

習意欲の向上に努めてきた。 
さらに、ＧＩＧＡスクールの運営支援を業者に委託し、ネットワークトラブル等の早期

解決や学校の要望に応じたＩＣＴ講習会を開催するなど、教職員のＩＣＴ活用指導力の

養成を図ることで、「ＩＣＴ環境によって実現を目指す学びの姿」の実現に向け、児童生

徒によりよい学習環境を整備してきた。  
現行の１人１台端末については、導入から年数が経過したことで、故障台数が増加傾向

にあり、今後も増加すると予想している。このことから、令和７年度中に全児童生徒分の

１人１台端末を更新し、学習環境を維持する必要がある。 

 

３　１人１台端末の利活用方策 

現在に至るまで、本町は質の高い教育活動を行うため、環境整備と検証を行ってきた。

ＧＩＧＡ第２期では、これまでに見つかった課題を解決し、これまでの１人１台端末の環

境を維持しながら、「教育ＤＸに係る当面のＫＰＩ」に示されたＫＰＩの達成を目指し環

境の整備を行う。  

（１）１人１台端末の積極的活用 

児童生徒が日常的に端末を利活用できる環境を整えるため、現在使用している授業

支援ソフトの効果の検証を適宜実施し、継続的な使用やそのほかの授業支援ソフト導

入を随時検討する。 

また、「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けて、教職員が１人１台端末を最大



限に活用できるよう、ＩＣＴの利活用に関する研修の充実を図る。  

（２）個別最適・協働的な学びの充実 

個別最適・協働的な学びの実現に向け、児童生徒が個別に学習に取り組む際に活用す

ることはもちろんのこと、自分の考えを発表・表現する場や児童生徒同士で話し合いを

行う場においても効果的に活用できるよう、授業支援ソフトの更なる研究を行うとと

もに、より発展した研修を実施する。 

（３）学びの保障 

現在、誰一人取り残されない学びの保障の実現に向け、１人１台端末を活用したオン

ラインによる授業への参加や各種情報機器の活用による学習支援などの取組を実施し

ている。今後もこれまでの取組を継続した上で、児童生徒と学校のニーズに応じて、情

報機器やアプリケーションの導入を検討するなど、よりよい環境整備に努める。 

また、外国人児童生徒に対する支援については、現状、対象となる者はいないが、今

後、必要に応じて言語・文化の両面から円滑なコミュニケーションに寄与する機器やア

プリケーションによる学習環境の整備について検討する。  


